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３ 開発審査会について 

【根拠法令等】 

・『都市計画法』第 78 条第１項 

第 78 条 都市計画法第 50 条第１項に規定する審査請求に対する裁決その他この法律によりその権限に属させられ

た事項を行わせるため、開発審査会を置く。 

・『都市計画法施行令』第 43 条 

・『大阪市開発審査会条例』 

 

【所掌事務】 

・『都市計画法』第 50 条第 1 項に規定する審査請求に対する裁決 

   以下に不服がある者は、開発審査会に対して審査請求をすることができる。※大阪市関連部分抜粋 

  ・『都市計画法』第 29条第 1項・第 2項［開発許可］ 

第 29 条  都市計画区域又は準都市計画区域内において開発行為をしようとする者は、あらかじめ、国土交通省

令で定めるところにより、都道府県知事（指定都市の長）の許可を受けなければならない。 

２  都市計画区域及び準都市計画区域外の区域内において、それにより一定の市街地を形成すると見込まれる

規模として政令で定める規模以上の開発行為をしようとする者は、あらかじめ、国土交通省令で定めるところ

により、都道府県知事の許可を受けなければならない。 

・『都市計画法』第 35 条の 2第 1項［開発許可の変更許可］ 

第 35条の 2  開発許可を受けた者は、第 30条第 1項各号に掲げる事項の変更をしようとする場合においては、

都道府県知事の許可を受けなければならない。 

  ・『都市計画法』第 42条第 1項ただし書き［開発区域の建築等の制限の特例許可等］ 

第 42 条  何人も、開発許可を受けた開発区域内においては、第 36 条第 3 項の公告があつた後は、当該開発許

可に係る予定建築物等以外の建築物又は特定工作物を新築し、又は新設してはならず、また、建築物を改築し、

又はその用途を変更して当該開発許可に係る予定の建築物以外の建築物としてはならない。ただし、都道府県

知事が当該開発区域における利便の増進上（中略）認めて許可したときは、この限りでない。 

  ・『都市計画法』第 81条第 1項［違反是正措置命令］に基づく監督処分 

第 81 条  国土交通大臣、都道府県知事又は指定都市等の長は、都市計画上必要な限度において、この法律の規

定によってした許可、認可若しくは承認を取り消し、変更し、その効力を停止し、その条件を変更し、若しく

は新たに条件を付し、又は工事その他の行為の停止を命じるなど、違反を是正するため必要な措置をとること

を命ずることができる。 

・『都市計画法』によりその権限に属させられた事項 ※大阪市においては特になし 

 

【審査会の組織・運営等】 

・審査会は委員 7 人で組織 

・委員の任期は 2 年（補欠の委員の任期は、前任者の残任期間） 

・委員の再任は可能 ※ただし、原則として再任は 1 回に限定 

・委員の互選により会長を定める 

・会長が委員のうちから職務代理者を指名（会長に事故あるときその職務を代理） 

・会議は会長が召集 

・審査会は、会長のほか、委員の過半数の出席がなければ開催できない 

・審査会の議事は、出席者の過半数をもって決し、可否同数のときは、会長が決す 

・会議は公開（一部非公開） ※会議要旨は全て大阪市ホームページで公開

資料３ 
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処分庁 公共施設管理者
事業者 大阪市

公共施設管理者との協議
[都市計画法32条1項]

開発許可の手続きの流れ

事前相談
開発許可の要否判定

敷地面積又は区画変更前の
区域面積が500㎡以上

開発許可の流れと開発審査会の位置付け

建築確認申請

根拠法令等

【都市計画法32条1項】開発許可を申請しようとする者は、あらかじめ、開発行為に関係がある公共施設の管理者と協議し、その
同意を得なければならない。

【都市計画法29条1項】都市計画区域…において開発行為をしようとする者は、あらかじめ、国土交通省令で定めるところによ
り、都道府県知事(…指定都市…の区域内にあっては、当該指定都市…の長。…)の許可を受けなければならない。（ただし書き以
下は省略）

【都市計画法33条1項本文】都道府県知事は、開発許可の申請が合った場合において、当該申請に係る開発行為が、次に掲げる基
準…に適合しており、かつ、その申請の手続がこの法律に基づく命令の規定に違反していないと認めるときは、開発許可をしなけ
ればならない。

【都市計画法36条1項】開発許可を受けた者は、当該開発区域…の全部について当該開発行為に関する工事…を完了したときは、
国土交通省令で定めるところにより、その旨を都道府県知事に届け出なければならない。

開発許可申請
[都市計画法29条1項]

審査・許可通知書交付
[都市計画法33条1項]

開発行為に関する工事

【都市計画法36条3項】都道府県知事は、前項の規定により検査済証を交付したときは、遅滞なく、国土交通省令で定めるところ
により、当該工事が完了した旨を公告しなければならない。

開発審査会への審査請求
[都市計画法50条1項]

開発審査会 根拠法令等処分庁
（大阪市）

審査請求人開発審査会の手続き等

完了検査
[都市計画法36条1項]

【都市計画法36条2項】都道府県知事は、前項の規定による届出があったときは、遅滞なく、当該工事が開発許可の内容に適合し
ているかどうかについて検査し、その検査の結果当該工事が当該開発許可の内容に適合していると認めるときは、国土交通省令で
定める様式の検査済証を当該開発許可を受けた者に交付しなければならない。検査済証交付

工事完了公告
[都市計画法36条2、3項]

訴訟
[都市計画法52条]

【都市計画法52条】50条1項に規定する処分の取消しの訴え…は、当該処分についての審査請求に対する開発審査会の裁決を経た
後でなければ、提起することができない。

【都市計画法50条1項】第29条第1項若しくは第2項、第35条の2第1項、第41条第2項ただし書、第42条第1項ただし書若しくは第43
条第1項の規定に基づく処分若しくはこれに係る不作為…又はこれらの規定に違反した者に対する第81条第1項の規定に基づく監督
処分に不服がある者は、開発審査会に対して審査請求をすることができる。

出頭要求・口頭審理
[都市計画法50条3項]

【都市計画法50条3項】開発審査会は、前項の裁決を行なう場合においては、あらかじめ、審査請求人、処分庁その他の関係人又
はこれらの者の代理人の出頭を求めて、公開による口頭審理を行なわなければならない。

裁決
[都市計画法50条2項]

【都市計画法50条2項】開発審査会は、前項の規定による審査請求を受理した場合においては、審査請求を受理した日から2月以内
に、裁決をしなければならない。
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【行政不服審査法】
5条1項 行政庁の処分についての審査請求は、次の場合にすることができる。

2号 …法律…に審査請求をすることができる旨の定めがあるとき。
14条1項 審査請求は、処分があったことを知った日の翌日から起算して60日以内…に、しなければならない。ただし、天災その他
審査請求をしなかったことについてやむをえない理由があるときは、この限りでない。
※開発審査会における審査・裁決等の手続き等のうち、本条項のように都市計画法に定めのないものについては、行政不服審査法
の規定によることとなる。

【開発許可制度運用指針 Ⅰ-1-2 法第4条第12項に規定する開発行為の定義】

(1)法第29条の規制の対象となる「開発行為」とは、法第4条第12項において「開発行為とは、主として建築物の建築又は特定工作物の建設の用に供する目的で行なう土地の区画

形質の変更をいう。」と定義されているが、これについては、…運用に当たっては、次に定めるところを基準とすることが望ましく、…

①単なる分合筆は、規制の対象とならないこと。

②建築物の建築自体と不可分な一体の工事と認められる基礎打ち、土地の掘削等の行為は、規制の対象とはならないこと。従って、既に建築物の敷地となっていた土地又はこれ

と同様な状態にあると認められる土地においては、建築物の敷地としての土地の区画を変更しない限り、原則として規制の対象とする必要はないと考えられること。

③農地等宅地以外の土地を宅地とする場合は、原則として規制の対象とすること。

④土地の利用目的、物理的形状等からみて一体と認められる土地の区域について、その主たる利用目的が建築物に係るものでないと認められるときは、規制の対象とはならない

こと。

⑤既成市街地や土地区画整理事業等の計画的な開発が行なわれた区域における二次的な開発行為(再開発型開発行為)における単なる形式的な区画の分割又は統合によって建築物

等を建築する行為

再開発型開発行為については、…以下のように取り扱うことが可能であると考えられる。

許可不要

弁明書、反論書のやり取りが
数回行われる。

許可通知
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大阪市開発審査会の公開・非公開について 

 

○大阪市における「審議会等の公開・非公開」の判断基準及び決定について 

大阪市では、「審議会等の設置及び運営に関する指針（以下、指針という。）第７《 会議の公

開 》－ １〈 会議の公開基準 〉」において、審議会等の会議は原則として公開することを基本

的姿勢としている。なお、非公開とする場合を次のとおり規定している。 

 

（１）以下の情報を扱う場合 

ア 個人に関する情報 

イ 法人等に関する情報 

ウ 公にしないとの条件で任意提供された情報 

エ 公にすることにより、意思決定の中立性が損なわれる、混乱を生じさせる、特定者に不

当に利益・不利益を及ぼすおそれが認められる情報 

オ 公にすることにより、当該事務又は事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがある

 情報 

カ 公にすることにより、人の生命等・社会的地位の保護、犯罪予防・捜査等の公共の

 安全と秩序の維持に支障が生ずると認められる情報 

キ 法令等の規定により、公にすることができないと認められる情報 

（２）行政処分の妥当性に関して審議等を行う場合 

（３）会議の公開により、円滑な議事運営が著しく阻害され、審議等の目的が達成できないと

認められる場合 

 

また、「指針第７《 会議の公開 》－ ３〈 公開・非公開の決定 〉」において、会議の公開又は

非公開については、その設置等の根拠となる規等に別段の定めがある場合を除き、当該審議

会等において判断するとともに、その判断についての説明責任を負うものであることを規定して

いる。 

 

○大阪市開発審査会での対応について 

  上記をふまえ、開発審査会については、公開（一部非公開）としている。 

 

（各所掌事務における公開・非公開の扱い） 

 会長選出及び職務代理者指名 ⇒ 公開 

 都市計画法第50条第１項に規定する審査請求に対する審査・裁決 ⇒ 非公開 

※ 指針第７-１-（２）行政処分の妥当性に関して審議等を行う場合に該当 

 都市計画法第50条第３項に規定する口頭審理 ⇒ 公開 

 その他の報告事項⇒原則公開とする。但し、その報告事項等が、「非公開とする場合」に

該当する内容となるときには、所掌事務に準じ、指針に従い判断するものとする。 
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議事録の取り扱いについて 

 

大阪市では、「説明責任を果たすための公文書作成指針（平成 20年 5月総務局）」において、

「意思形成過程においても確実に文書を作成し、決裁手続きを経て意思決定がされた文書（決

裁文書）と同様に、公文書として適正に保存管理しなければならない。」と定めている。同指針

に示されたモデル文書の記載項目は下記①～⑥のとおり。また、会議の内容、公表の必要性

に応じて、ア～エの項目についても記録することとされている。 

【基本項目】 

①日時、②場所、③出席者、④議題、⑤議事概要（説明内容、意見等の概要、今後の対

応など）、⑥会議資料 

【必要に応じて】 

ア）問い合わせ先、イ）次回開催予定、ウ）トピックス（決定事項のうち特記すべきいものが

ある場合、エ）発言内容、オ）発言者氏名の記録された詳細な会議録 

 

 上記をふまえて、大阪市開発審査会における議事録の取扱については下記のとおりとする。 

  

１）審査請求に関する審議について 

 議事概要として①日時、②場所、③出席者、④議題、⑤意思形成過程における主な意見

（審査請求にかかる内容であるため発言氏名は記載しない）を記したものを作成し、審査

会終了後議事概要確認者にて署名。ただし、審査経過に係るものであるため、情報公開

請求があった場合は原則非公開となる。 

 会議終了後、ＨＰにて、①日時、②場所、③出席者、④議題、⑤議事要旨を公開。 

      

＜ＨＰ掲載イメージ＞ 

1．日時   平成●年●月●日 ●曜日 午前●時から午前●時 

2．場所   ●●●● 

3．出席者  ●●委員、△△委員、‥‥ 

4．議題   (1) 平成●年●月●日付け審査請求について 

5．議事要旨 (1)の事案に関する審査が行われた。会議資料は非公開 

 

 

２）その他 

・ 口頭審理については、公開で実施されるため「審査会等の設置及び運営に関する指

針解釈・運用の手引き（平成 25 年 5 月総務局）」に基づき、発言者氏名が入った議事

録を作成する。 
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別添１ 

大阪市開発審査会条例 

昭和 44 年 11 月 8 日 

条例第 48号 

 (目的) 

第 1 条 この条例は、都市計画法(昭和 43 年法律第 100 号)第 78 条第 8項の規定に基づき、大阪市開発

審査会(以下「審査会」という。)の組織及び運営に関して必要な事項を定めることを目的とする。 

(組織) 

第 2 条 審査会は、委員 7人で組織する。 

(委員の任期) 

第 3 条 審査会の委員の任期は、2年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

2 委員は、再任されることができる。 

(会長) 

第 4 条 審査会に会長を置き、委員の互選によりこれを定める。 

2 会長は、会務を総理し、審査会を代表する。 

3 会長に事故があるときは、委員のうちから会長があらかじめ指名する者がその職務を代理する。 

(会議) 

第 5 条 審査会の会議は、会長が招集する。 

2 審査会は、会長(会長に事故があるときは、その職務を代理する者)のほか、委員の過半数の出席が

なければ、会議を開くことができない。 

3 審査会の議事は、出席者の過半数をもつて決し、可否同数のときは、会長の決するところによる。 

(幹事及び書記) 

第 6 条 審査会に幹事及び書記若干名を置く。 

2 幹事及び書記は、市職員のうちから市長が命ずる。 

3 幹事は、会長の指揮を受けて会務を処理する。 

4 書記は、上司の命を受けて庶務に従事する。 

(その他運営に関する事項) 

第 7 条 この条例に定めるもののほか、審査会の運営に関して必要な事項は、市長が定める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則(平成 12年 4月 1日条例第 23 号) 

この条例は、公布の日から施行する。 
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別添２ 

大阪市開発審査会傍聴要領 

平成 26年 6 月 11 日改正 

大阪市開発審査会 

 

１ 傍聴手続 

  (1) 会議を傍聴しようとする方は、所定の時刻までに、受付において大阪市開発審査会（以下「審

査会」という。）の会長の許可を得た上で、事務局の指示を受けて、会場に入場してください。 

(2) 傍聴の定員は 10 名とし、受付は会議の開催予定時刻の 30 分前から先着順で行い、開催予定

時刻の５分前若しくは定員に達した時点で、受付を終了いたします。なお、受付開始時にすで

に定員に達している場合は抽選により、傍聴人を決定します。  

(3) 報道機関の傍聴については、必要に応じて記者席を設けるものとします。報道機関から取材

等の申し入れがある場合は、会議の開始前までに限り会場内の写真撮影、録画及び録音を認め

るものとし、会議の開始後は、写真撮影、録画及び録音は認めないものとします。 

 

２ 傍聴者の遵守事項 

  傍聴者は、会場においては、次の事項を守ってください。 

 (1) はち巻き、たすき、ゼッケン、ヘルメットなどを着用しないこと 

(2) 危険物、ビラ、プラカード、旗などを持ち込まないこと 

 (3) 飲食又は喫煙をしないこと 

 (4) 携帯電話などは、受信音などを出さないこと 

 (5) 会長が審査会に諮り、許可をした場合を除き、写真撮影、録画、録音等は行わないこと 

 (6) 会議開催中は、静かに傍聴することとし、発言、拍手その他の方法により公然と意見を表明

しないこと 

(7) その他会場の秩序を乱し又は会議の支障となるような行為をしないこと 

 

３ 会議の秩序維持 

 (1) 傍聴者は、会場においては、審査会の会長又は事務局の指示に従ってください。 

 (2) 傍聴者がこの規定に違反したときは、これを注意し、なおこれを改めないときは、退場して

いただく場合があります。 
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別添３ 

会議の公開・非公開に関する大阪市の指針 

 

○審議会等の設置及び運営に関する指針（抜粋） 

第７ 会議の公開  

１ 会議の公開基準  

審議会等の会議は、次のいずれかに該当する場合を除き、公開するものとする。  

(1) 会議において次のいずれかに該当する情報を取り扱う場合  

ア 個人に関する情報（事業を営む個人の当該事業に関する情報を除く。）であって、当該情報に

含まれる氏名、生年月日その他の情報により特定の個人を識別することができるもの（他の情報

と照合することにより、特定の個人を識別することができることとなるものを含む。）又は特定

の個人を識別することはできないが、公にすることにより、なお個人の権利利益を害するおそれ

があるもの。ただし、次に掲げる情報を除く。  

(ｱ) 法令若しくは条例の規定により又は慣行として公にされ、又は公にされることが予定されて

いる情報  

(ｲ) 人の生命、身体、健康、生活又は財産を保護するため、公にすることが必要であると認めら

れる情報  

(ｳ) 当該個人が公務員等（行政機関の保有する情報の公開に関する法律(平成11年法律第42号)第

５条第1号ハに規定する公務員等並びに大阪市住宅供給公社、大阪市道路公社及び大阪市土地

開発公社（以下「住宅供給公社等」という。）の役員及び職員をいう。）である場合において、

当該情報がその職務の遂行に係る情報であるときは、当該情報のうち、当該公務員等の職及び

当該職務の遂行の内容に係る部分  

イ 法人その他の団体（国及び地方公共団体を除く。以下「法人等」という。）に関する情報又は

事業を営む個人の当該事業に関する情報であって、公にすることにより、当該法人等又は当該個

人の権利、競争上の地位その他正当な利益を害するおそれがあるもの。ただし、人の生命、身体、

健康、生活又は財産を保護するため、公にすることが必要であると認められる情報を除く。  

ウ 市長その他の執行機関の要請を受けて、公にしないとの条件で個人又は法人等から任意に提供

された情報であって、当該個人又は法人等における通例として公にしないこととされているもの

その他の当該条件を付することが当該情報の性質、当時の状況等に照らして合理的であると認め

られるもの。ただし、人の生命、身体、健康、生活又は財産を保護するため、公にすることが必

要であると認められる情報を除く。 

エ 公にすることにより、本市の機関等並びに国及び他の地方公共団体の内部若しくは相互間にお

ける率直な意見の交換若しくは意思決定の中立性が不当に損なわれるおそれ、不当に市民の間に

混乱を生じさせるおそれ又は特定の者に不当に利益を与え若しくは不利益を及ぼすおそれがあ

ると認められる情報 

オ 市長その他の執行機関又は国若しくは他の地方公共団体が行う事務又は事業に関する情報で

あって、公にすることにより、次に掲げるおそれその他当該事務又は事業の性質上、当該事務又

は事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるもの 

(ｱ) 監査、検査、取締り又は試験に係る事務に関し、正確な事実の把握を困難にするおそれ又は

違法若しくは不当な行為を容易にし、若しくはその発見を困難にするおそれ  

(ｲ) 契約、交渉又は争訟に係る事務に関し、本市又は国若しくは他の地方公共団体の財産上の利

益又は当事者としての地位を不当に害するおそれ  
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(ｳ) 調査研究に係る事務に関し、その公正かつ能率的な遂行を不当に阻害するおそれ 

(ｴ) 人事管理に係る事務に関し、公正かつ円滑な人事の確保に支障を及ぼすおそれ  

(ｵ) 本市が経営する企業に係る事業に関し、その企業経営上の正当な利益を害するおそれ 

カ 公にすることにより、人の生命、身体、財産又は社会的な地位の保護、犯罪の予防又は捜査そ

の他の公共の安全と秩序の維持に支障が生ずると認められる情報  

キ アからカまでに掲げるもののほか、法令又は条例の規定の定めるところにより、公開しないこ

ととされ若しくは公にすることができないと認められる情報又は法律若しくはこれに基づく政

令の規定による明示の指示等により公にすることができないと認められる情報  

(2) 会議において、行政処分の妥当性に関して審議等を行う場合  

(3) 会議を公開することにより、円滑な議事運営が著しく阻害され、審議等の目的が 達成できな

いと認められる場合 

２ 公開の方法  

審議会等の会議の公開は、会議の傍聴を希望する者に、次のとおり当該会議の傍聴を認めることに

より行うものとする。ただし、傍聴による会議の公開が認められない場合は、会議録又は議事の要旨

を明らかにする書面（以下「会議録等」という。）を作成し、これを公開することによって行うもの

とする。  

(1) 審議会等において、あらかじめ傍聴を認める定員を定め、当該会議の会場に傍聴  

席を設けるものとする。  

(2) 傍聴者に会議資料を配布するものとする。ただし、１(1)アからキまでのいずれかに該当する情

報が記録されているもの等については、この限りでない 

(3) 会議を円滑に運営するため、審議会等において、傍聴に係る遵守事項等を定め、会場の秩序維

持に努めるものとする。  

(4) 傍聴者は傍聴の遵守事項を守り、当該会議の議事進行を行う者の指示に従って、静穏に傍聴す

るものとする。  

(5) 会議に関する報道機関の取材に対して配慮するものとする。 

３ 公開・非公開の決定  

(1) 審議会等の会議の公開又は非公開については、この指針に基づき、当該審議会等において決定

するものとする。  

(2) 会議の非公開の決定をした場合は、その理由を明らかにするものとする。 

４ 会議開催の周知  

(1) 公開する会議を開催するに当たっては、当該会議開催日の１週間前までに、開催日時､場所、議

題その他必要な事項を大阪市ホームページに掲載し、かつ、市役所又はその他の市関係公署の掲

示場に掲示するものとする。ただし、会議を緊急に開催する必要が生じたときは、この限りでな

い。  

(2) (1)に定めるもののほか、必要に応じて、報道機関への情報提供などの方法により、公開する会

議について、開催日時、場所、議題その他必要な事項の周知に努めるものとする。 

５ 情報の提供  

(1) 会議の公開の決定をした審議会等において、個々の発言内容の要旨、発言者氏名まで記録され

た会議録及び答申、報告その他の審議等の結果を記載した書面を速やかに所定の場所において市

民等の閲覧に供するものとする。  

(2) (1)に定めるもののほか、審議会等の活動状況について、情報の提供に努めるものとする。 
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○審議会等の設置及び運営に関する指針解釈・運用の手引（平成 25 年 5 月総務局） 

５ 情報の提供 

(1) 会議の公開の決定をした審議会等において、個々の発言内容の要旨、発言者氏名  

まで記録された会議録及び答申、報告その他の審議等の結果を記載した書面を速やかに所

定の場所において市民等の閲覧に供するものとする。 

(2) (1)に定めるもののほか、審議会等の活動状況について、情報の提供に努めるものとす

る 

１、２、４、５ 省略 

３ 会議の非公開（一部非公開を含む。）を決定した審議会等においても、公開可能な情報（会

議の開催時期、出席者、議題、議事の要旨等）について、２に準じた取扱いを行うこと 

 

○説明責任を果たすための公文書作成指針（平成 27 年 4 月総務局） 

1．(2) 作成、保存管理にあたり特に徹底すべき視点 

市民に対する説明責任を果たすためには、特に次のア～ウについて徹底しなければならない。 

ア 意思形成過程文書を確実に作成すること 

決裁による意思決定を行うまでの過程においては、意思決定の方向性が決められるなど意思形

成に大きく影響を与える会議、市長・副市長に対する重要な報告等が行われている場合がある。

公文書管理条例においても意思決定の過程に関する事項に係る公文書の作成について規定され

ているところであり、これらの意思形成過程においても確実に文書を作成し、決裁手続を経て意

思決定がされた文書（決裁文書）と同様に、公文書として適正に保存管理しなければならない。 

イ、ウ 省略 

 

２ 作成、保存管理を特に徹底すべき公文書の具体例 

(2) 対象となる会議等 

課長級以上の職員を主たる構成員とする会議等で、次に掲げるもの 

■市としての意思決定に関係する会議等 

■複数の所属にまたがって開催される会議等 

■市外部の者が参画する次の会議等 

・市民、関係地域団体又は関係行政機関に属する者その他当該会議等において取り扱われる案件

に関係を有する者と協議を行う会議等（本市が主催又は共催するものに限る。） 

・有識者等から専門的意見を聴取することを目的とする会議等 

(3) 作成すべき公文書 

① 会議録と会議要旨 

■会議要旨とは 

開催日時、開催場所、出席者、議題、主な発言内容、議事結果を記載したものをいう。 

■会議録とは 

会議要旨に記載する各項目に加え、発言については、主なものにとどまらず、個々の発言内

容の要旨レベル及びその発言者まで詳細に記載したものをいう。 
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別添４ 

 

○行政不服審査法の概要 

 

・法律の趣旨（第１条） 

   行政庁の違法又は不当な処分その他公権力の行使に当たる行為に関し、国民に対し

て広く行政庁に対する不服申立てのみちを開くことによって、簡易迅速な手続による

国民の権利利益の救済を図るとともに、行政の適正な運営を確保することを目的とす

る。 

 

 ・審査請求期間（第１４条） 

   審査請求は、処分があったことを知った日の翌日から起算して６０日以内に、しな

ければならない。ただし、天災その他審査請求をしなかったことについてやむをえな

い理由があるときは、この限りでない。 

 

 ・執行停止（第３４条） 

   審査庁は、必要があると認めるときは、審査請求人の申立てにより、処分庁の意見

を聴取したうえ、処分の効力、処分の執行又は手続の続行の全部又は一部の停止の措

置（以下「執行停止」という。）をすることができる。 

  上記の審査請求人の申立てがあった場合において、重大な損害を避けるため緊急の

必要があると認めるときは、審査庁は、執行停止をしなければならない。 

  

 ・裁決（第４０条） 

   審査請求が法定の期間経過後にされたものであるとき、その他不適法であるときは、

審査庁は、裁決で、当該審査請求を却下する。 

   審査請求が理由がないときは、審査庁は、裁決で、当該審査請求を棄却する。 

   処分についての審査請求が理由があるときは、審査庁は、裁決で当該処分の全部又

は一部を取り消す。 

 


